
性

友の会） （いきいき刈

化

谷友の会）

　中心市街

係

地活性化基本計画に位

7

置づけられたエリアに

1

おいて、ソフト事業を

1

中心に各種事業を実施し、賑わい作りに貢

成果 献した。

(できたこと) 　

　まちの様々な主体が、まちづくりに関心を持ち自主的な活動を展開するために、自立した組織および人材の育成が課題
課題

である。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 賑わい作りを担うワークショップ等参加者（人） 1,561 1,703 1,750 1,750 1,800
指標

 
指標

　活性化イベントを中心とした市民団体等への応募型の補助は全国の自治体で実施している。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,771 1,809 1,892 1,893 合計 1,892,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 1,892,000 円

一般財源 3,771 1,809 1,892 1,893

職員人件費　② 6,161 5,743 5,659 3,685

総事業費（①＋②） 9,932 7,552 7,551 5,578

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業

Ｄ

費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　

５

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

　

都市環境

基本施策 市街

刈

地・住環境
施策体系

施

谷

策の内容 市街地の整備

市

・改善

目
　
　
　
的

　中

事

心市街地を活力と魅力

務

あふれるまちとす

主
た

事

る
内
容

　中心市街地に

業

おいて、市と協働して

評

取り組
るため、中心市

価

街地活性化推進事業に

シ

対し支 む活性化事業（

ー

ワークショップ運営・

ト

賑わい
援を行い、中心

（

市街地の活性化を推進

様

する。 創出事業など）

式

に係る費用を、その担

１

い手と
なる推進団体に

）

補助する。

位
置
づ
け

関

会

連計画 刈谷市中心市街

計

地活性化基本計画

根拠

名

法令 中心市街地におけ

担

る市街地の整備改善及

当

び商業等の活性化の一

部

体的推進に関する法律

都

対象者 商工会議所ほか

市

事業期間 平成１６年度

整

～

実施方法 ■直営　□

備

委託　□指定管理　■

部

補助・助成　□その他

一般会計
中心市街地

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

活

績

２２年度実績 ２３年

性

度実績 ２４年度実績 ２

化

５年度計画

中心市街地

推

活性化事業費補助 中心

進

市街地活性化事業費補

団

助 中心市街地活性化事

体

業費補助 中心市街地活

支

性化事業費補助
・中心

援

市街地活性化検討事業

事

・中心市街地活性化検

業

討事業 ・中心市街地活

担

性化委員会 ・中心市街

当

地活性化委員会
・ワー

課

クショップ運営 ・ワー

ま

クショップ運営 　運営

ち

他（刈谷商工会議所）

づ

　運営他（刈谷商工会

く

議所）
・まちづくりニ

り

ュース作成 ・刈谷駅前

推

賑わい創出事業 ・ワー

進

クショップ運営 ・ワー

課

クショップ運営
・刈谷

款

駅前賑わい創出事業 ・

項

ふれあいセミナー 　（

目

刈谷駅前商店街、ＮＰ

担

Ｏ 　（刈谷駅前商店街

当

、ＮＰＯ
・空き店舗活

係

用事業 　　法人かた～

ま

ら） 　　法人かた～ら

ち

）
・お出かけ便利帳改

な

訂事業 ・刈谷駅北口広

か

場花植 ・刈谷駅北口広

活

場花植
（いきいき刈谷



87,200 円
備品購入費 487,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 487 328

職員人件費　② 0 0 21 22

総事業費（①＋②） 0 0 508 350

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

５

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

都市環境

基本施策 市街

　

地・住環境
施策体系

施

刈

策の内容 まちなみ・景

谷

観の充実

目
　
　
　
的

　

市

都市計画関係事務に必

事

要な備品等を購入及

主

務

た
る
内
容

　デスクトッ

事

プパソコン購入
び更新

業

し、円滑な事務の執行

評

を図る。 　都市計画Ｇ

価

ＩＳセットアップ

位
置

シ

づ
け

関連計画

根拠法令

ー

対象者 対象者を限定せ

ト

ず 事業期間 平成２４年

（

度 ～ 平成２５年度

実施

様

方法 ■直営　■委託　

式

□指定管理　□補助・

１

助成　□その他

）

会計名 担当部 都

Ｂ

市

　
事
　
業
　
実
　
績

２２

整

年度実績 ２３年度実績

備

２４年度実績 ２５年度

部

計画

　  　 デスクトッ

一

プパソコン購入　1デ

般

スクトップパソコン購

会

入　1
　 　 台 台
　 　 都

計

市計画ＧＩＳセットア

備

ップ 都市計画ＧＩＳ

品

セットアップ 
　 　 1

等

式 1式
　　　――――

整

――― 　　　――――

備

―――

市民サービス用

事

パソコンについて、シ

業

ステム更新するために

担

1台購入し、都市計画

当

ＧＩＳのセットアップ

課

を行った。

成果

(でき

ま

たこと)

市民サービス

ち

用パソコンは2台あり

づ

、残りの1台について

く

もシステム更新する必

り

要がある。
課題

(でき

推

なか 

 ったこと)

指

進

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２２年度 ２３年

款

度 ２４年度 ２５年度 ２

項

７年度

パソコンのシス

目

テム更新台数（台） ―

担

― 1 1 ―
指標

指標

他市

当

との
比較検証

係 土地利用計画係

Ｃ
　
事

8

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

4

：千円
２２年度 ２３年

1

度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 487 328 合計 4



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 976 4,732 2,927 合計 4,731,640 円
旅費 6,640 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 4,725,000 円

一般財源 0 976 4,732 2,927

職員人件費　② 362 1,795 1,768 2,211

総事業費（①＋②） 362 2,771 6,500 5,138

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

　基礎調査は、都市計

事

画法第6条により都道

務

府

主
た
る
内
容

建物利用

事

状況及び地区別新築状

業

況の調査
県が都市計画

評

区域について、概ね5

価

年ごとに国
土交通省で

シ

定める事項に関する現

ー

状及び将来
の見通しに

ト

ついての調査を行い、

（

その調査の
結果や社会

様

情勢の変化を踏まえ、

式

人口及び産
業の見通し

１

に基づく区域区分の変

）

更や、地域
整備の方向

会

性の見直しとあわせて

計

都市施設や
道路の都市

名

計画変更の必要性を吟

担

味すること
としていま

当

す。

位
置
づ
け

関連計画

部

都市計画マスタープラ

都

ン

根拠法令 都市計画法

市

対象者 対象者を限定せ

整

ず 事業期間 昭和４８年

備

度 ～

実施方法 ■直営　

部

■委託　□指定管理　

一

□補助・助成　□その

般

他

会計
都市計画基礎

Ｂ
　
事
　
業
　
実

調

　
績

２２年度実績 ２３

査

年度実績 ２４年度実績

事

２５年度計画

　 調査区

業

（調査ゾーン）の設定

担

建物利用状況及び地区

当

別新築 土地利用現況（

課

土地利用別面
　 人口及

ま

び世帯規模の調査 状況

ち

の調査 積調査）の調査

づ

　
　
　　　―――――

く

――

建物利用状況及び

り

地区別新築状況を把握

推

することができた。

成

進

果

(できたこと)

課題

課

(できなか 

 ったこ

款

と)

指標名称（単位）

項

実績値 目標値

２２年度

目

２３年度 ２４年度 ２５

担

年度 ２７年度

成果 基礎

当

調査項目達成率（％）

係

100 100 100 1

土

00 100
指標

 
指標

地

県より各市町に依頼さ

利

れ、同一の必須調査項

用

目について調査してい

計

る。
他市との
比較検証

画係

8 4 1



画係

8 4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,100 0 合計 2,100,000 円
委託料 2,100,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 2,100 0

職員人件費　② 0 0 4,952 0

総事業費（①＋②） 0 0 7,052 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

５

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

　

市環境

基本施策 市街地

刈

・住環境
施策体系

施策

谷

の内容 計画的な土地利

市

用

目
　
　
　
的

　社会資

事

本整備総合交付金にお

務

ける刈谷駅南

主
た
る
内

事

容

　目指すべきまちづ

業

くりの設定、実現手法

評

の
地区都市再生整備計

価

画区域内の刈谷駅南口

シ

周 立案
辺地区を対象に

ー

、都市再生整備計画で

ト

実施す 　実現による効

（

果の検証
る事業の効果

様

をさらに高めるまちづ

式

くり計画
と実現に向け

１

た施策を立案し、その

）

事業効果
を検証するこ

会

とにより、都市計画マ

計

スタープ
ランに示す魅

名

力と賑わいのある中心

担

市街地の
実現にむけた

当

施策を推進する。

位
置

部

づ
け

関連計画 都市計画

都

マスタープラン

根拠法

市

令 都市計画法

対象者 各

整

権利者、事業者 事業期

備

間 平成２４年度 ～ 平成

部

２４年度

実施方法 ■直

一

営　■委託　□指定管

般

理　□補助・助成　□

会

その他

計
中心市街地まち

Ｂ
　
事
　
業

づ

　
実
　
績

２２年度実績

く

２３年度実績 ２４年度

り

実績 ２５年度計画

  

調

実現による効果の検証

査

 
  目指すべきまち

検

づくりの目標  
  の

討

設定と実現手法の立案

事

 
   
　　　―――

業

――――　　　 　　　

担

―――――――　　　

当

　　　―――――――

課

　　　

刈谷駅南口周辺

ま

地区にふさわしいまち

ち

づくりの実現手法を定

づ

めることができ、その

く

実現による効果を検証

り

することができ

成果 た

推

。

(できたこと)

今後

進

、事業完了後における

課

効果の検証を行ってい

款

く必要がある。
課題

(

項

できなか 

 ったこと

目

)

指標名称（単位）
実

担

績値 目標値

２２年度 ２

当

３年度 ２４年度 ２５年

係

度 ２７年度

成果 都市計

土

画決定・変更（計画数

地

） ― ― 4 ― ―
指標

指標

利

刈谷市独自の事業であ

用

る。
他市との
比較検証

計



1

事業規模を把握することが必要である。
課題

《小垣江町北部地区》事業手法を検討し、地権者の合意形成を促進するため、勉強会等を開催し理解を得ることが必要で
(できなか 

ある。
 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 依佐美地区区域内人口(平成42年度目標　960人) 240 240 240 240 240
指標 （人）
成果 小垣江町北部地区区域内人口 640 647 641 650 650
指標 (平成42年度目標　2,600人)（人）

刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,184 0 合計 2,184,000 円
委託料 2,184,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 2,184 0

職員人件費　② 0 0 4,952 0

総事業費（①＋②） 0 0 7,136 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

５

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 都市環境

基

　

本施策 市街地・住環境

刈

施策体系
施策の内容 計

谷

画的な土地利用

目
　
　

市

　
的

　増加する人口の

事

定住化を促進するため

務

、職

主
た
る
内
容

　権利

事

者等との合意形成施策

業

の検討、実施
住近接に

評

配慮し、既存の都市施

価

設を有効に活 　拡大市

シ

街地の整備に関する調

ー

査、検討
用した新市街

ト

地を計画的に創出する

（

。 　

位
置
づ
け

関連計画

様

刈谷市都市計画マスタ

式

ープラン

根拠法令 都市

１

計画法

対象者 地元関係

）

者・各権利者 事業期間

会

平成２２年度 ～

実施方

計

法 ■直営　■委託　□

名

指定管理　□補助・助

担

成　□その他

当部 都市整備部

一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２２年

会

度実績 ２３年度実績 ２

計

４年度実績 ２５年度計

住

画

（市街地整備促進事

居

業にて実 （市街地整備

系

促進事業にて実 《依佐

拡

美地区》 (拡大市街地

大

整備事業に移行)
施）

市

施） 新市街地拡大予定

街

箇所の事業 《依佐美地

地

区》
《依佐美地区》 《

整

依佐美地区》 手法の検

備

討、権利者への検討 自

事

然環境保全調査
新市街

業

地拡大予定箇所の地権

担

新市街地拡大に向けて

当

の事業 状況の周知 土地

課

履歴調査
者に対し、ア

ま

ンケートを実施 手法の

ち

検討 《小垣江町北部地

づ

区》 企業需要調査
新市

く

街地拡大予定箇所の地

り

権 《小垣江町北部地区

推

》
者に対し、アンケー

進

トを実施 事業化手法検

課

討調査
（市街地整備促

款

進事業から住
宅系拡大

項

市街地整備事業に移
行

目

）
《依佐美地区》地権

担

者からの意向を踏まえ

当

た事業の実現方策を検

係

討することができた。

土

成果 《小垣江町北部地

地

区》地権者に対し、ア

利

ンケートを実施し、地

用

権者からの意向を確認

計

することができた。

(

画

できたこと)

《依佐美

係

地区》関係機関との協

8

議調整、地権者の合意

4

形成を促進するため、



の解決に向けた検

成果 討を進めつつ、防災の視点からまちづくりの方向性を考え、まちの将来像となる「まちづくり構想図」を作成し、まちの

(できたこと) 将来のイメージの共有化を図ることができた。

課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 まちづくり活動地区数（地区） 1 1 2 2 2
指標
成果 東境地区まちづくりアンケート調査の平均満足度（ ― 65.6 ― 67.6 ―
指標 ％）

刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,048 2,400 合計 2,047,500 円
委託料 2,047,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,000 1,200

一般財源 0 0 1,048 1,200

職員人件費　② 0 0 4,244 3,685

総事業費（①＋②） 0 0 6,292 6,085

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 市街地

谷

の整備・改善

目
　
　
　

市

的

　住民参加により密

事

集市街地解消に向けた

務

検

主
た
る
内
容

・まちづ

事

くり住民会議運営委託

業

討を行い、安全で快適

評

なまちづくりを推進す

価

・新重点密集市街地の

シ

設定基準による危険度

ー

る。 判定調査業務委託

ト

　危険度判定調査によ

（

り危険地区を選定し、

様

・事前復興都市計画の

式

素案作成　
整備計画素

１

案を作成する。また、

）

事前復興都
市計画とし

会

ての、これからの計画

計

策定ととも
に、災害に

名

備えた復興まちづくり

担

の必要性の
認識を高め

当

る。

位
置
づ
け

関連計画

部

都市計画マスタープラ

都

ン、住宅マスタープラ

市

ン

根拠法令

対象者 市民

整

事業期間 平成２４年度

備

～ 平成２７年度

実施方

部

法 ■直営　■委託　□

一

指定管理　□補助・助

般

成　□その他

会計
密集市街地調

Ｂ
　

査

事
　
業
　
実
　
績

２２年

事

度実績 ２３年度実績 ２

業

４年度実績 ２５年度計

担

画

  　居住環境の改

当

善や防災性の 　まちづ

課

くり計画図の作成と
 

ま

 向上に向けた取組が

ち

必要な課 それを実現す

づ

るためのルール
  題

く

地区である東境（児山

り

、高 づくりを行う。そ

推

して、説明
  山）地

進

区で、地区説明会を（

課

2会の実施やアンケー

款

トによる
　　　―――

項

――――　　　 　　　

目

―――――――　　　

担

回）、まちづくり勉強

当

会を（7地区住民の意

係

向を把握すると
回）、

ま

まちづくり講演会を（

ち

1ともに住民に周知を

な

行い、合
回）開催した

か

。 意形成を図る。
　活

活

動内容を地区住民に周

性

知
するため、まちづく

化

りだより
を発行（5回

係

）した。
まちづくり勉

8

強会の活動で、まちの

4

現状を把握し、まちの

1

問題・課題の共有化を図り、その問題・課題



成をすることができた。

課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

成果 開発等の相談案件対応率（％） ― 20.0 100.0 ― ―
指標

指標
市街化調整区域内地区計画のガイドラインは、近隣市では豊田市、みよし市、西尾市が策定している。

他市との 用途地域の指定・見直しに関するガイドラインは、近隣市での策定実績は無い。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 1,313 1,523 0 合計 1,522,500 円
委託料 1,522,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 1,313 1,523 0

職員人件費　② 0 3,230 3,183 0

総事業費（①＋②） 0 4,543 4,706 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 計画的

谷

な土地利用

目
　
　
　
的

市

　都市計画マスタープ

事

ランを実現するため、

務

主
た
る
内
容

　用途地域

事

の指定・見直しに関す

業

るガイドラ
用途地域の

評

見直しが想定される区

価

域の現況調 インの策定

シ

。
査を基に、用途地域

ー

の指定・見直し基準を

ト

策 　市街化調整区域に

（

おける開発行為規制誘

様

導
定する。また、市街

式

化調整区域での土地利

１

用 を図るためのガイド

）

ラインの策定。
規制・

会

誘導手法等具体的な取

計

組み基準を盛り
込んだ

名

土地利用調整ガイドラ

担

インを策定する｡

位
置

当

づ
け

関連計画 都市計画

部

マスタープラン

根拠法

都

令

対象者 対象者を限定

市

せず 事業期間 平成２３

整

年度 ～ 平成２４年度

実

備

施方法 ■直営　■委託

部

　□指定管理　□補助

一

・助成　□その他

般会計
土地利用計画

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

検

２年度実績 ２３年度実

討

績 ２４年度実績 ２５年

事

度計画

 用途地域の指

業

定・見直しに関 用途地

担

域の指定・見直しに関

当

 
 するガイドライン

課

（骨子案） するガイド

ま

ラインの作成  
 の作

ち

成 市街化調整区域にお

づ

ける開発  
 市街化調

く

整区域における開発 行

り

為規制誘導を図るため

推

のガ  
　　　――――

進

――― 行為規制誘導を

課

図るためのガ イドライ

款

ンの作成 　　　―――

項

――――
イドライン（

目

骨子案）の作成

将来土

担

地利用計画図と土地利

当

用現況等との整合性や

係

乖離状況を把握し、用

土

途地域の指定・見直し

地

に関するガイドライン

利

を

成果 作成することが

用

できた。

(できたこと

計

) 市街化調整区域にお

画

ける土地利用状況を把

係

握し、開発余地のある

8

区域及び保全を図るべ

4

き区域を抽出し、開発

1

行為規制誘

導を図るためのガイドラインの作



標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 参加申込者数（人） 112 67 69 60 60
指標
成果 講座参加者満足度（％） 87.5 78.4 73.7 80.0 80
指標

 刈谷市独自の事業である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,844 1,749 1,674 2,081 合計 1,673,603 円
旅費 26,080 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 1,647,523 円

一般財源 1,844 1,749 1,674 2,081

職員人件費　② 2,175 2,154 2,122 2,211

総事業費（①＋②） 4,019 3,903 3,796 4,292

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

５

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 都市環

度

境

基本施策 市街地・住

　

環境
施策体系

施策の内

刈

容 まちなみ・景観の充

谷

実

目
　
　
　
的

　刈谷市

市

の美しい景観創出に繋

事

げるために都

主
た
る
内

務

容

・「かりや景観づく

事

り講座」の開催
市景観

業

に対する市民意識の高

評

揚を図り、市民 ・「か

価

りや景観れぽーと」の

シ

発行
の手による都市景

ー

観づくりを推進する。

ト

位
置
づ
け

関連計画 都市

（

景観基本計画、都市計

様

画マスタープラン

根拠

式

法令 景観法

対象者 市民

１

事業期間 平成４年度 ～

）

実施方法 ■直営　■委

会

託　□指定管理　□補

計

助・助成　□その他

名 担当部 都市整備部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

一

２２年度実績 ２３年度

般

実績 ２４年度実績 ２５

会

年度計画

・かりや景観

計

づくり講座の開 ・かり

都

や景観づくり講座の開

市

・かりや景観づくり講

景

座の開 ・かりや景観づ

観

くり講座の開
催 催 催 催

推

開催日　Ｈ22.11

進

.13　 開催日　Ｈ2

事

3.11.12 開催日

業

　Ｈ24.11.17

担

開催日　Ｈ25.11

当

頃
場所　長浜市 場所　

課

各務原市、美濃市 場所

ま

　近江八幡市 場所　未

ち

定
内容　景観の見方 内

づ

容　景観の見方 内容　

く

景観の見方 内容　景観

り

の見方
参加者数　42

推

人 参加者数　37人 参

進

加者数　39人 定員　

課

未定
・かりや景観れぽ

款

ーとの発行 ・かりや景

項

観れぽーとの発行 ・か

目

りや景観れぽーとの発

担

行 ・かりや景観れぽー

当

との発行
Ａ3サイズ2

係

つ折、カラー、　 Ａ3

総

サイズ2つ折、カラー

務

、　 Ａ3サイズ2つ折

係

、カラー、　 Ａ3サイ

8

ズ2つ折、カラー、　

4

全戸配布 全戸配布 全戸

1

配布 全戸配布

・景観講座の開催及び景観れぽーとの発行により、市民の景観に対する意識の高揚の一助とすることができた。

成果

(できたこと)

課題

(できなか 

 ったこと)

指



(できたこと) 民間事業者の意向調査を行い、結果の取りまとめた。

事業提案公募条件及び公募要綱素案を作成した。

地区整備方針に対する関係権利者の理解の増進が必要である。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２７年度

活動 勉強会、懇談会の開催回数（回） 4 2 0 1
指標

指標
刈谷市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,919 8,421 4,674 2,500 合計 4,674,160 円
旅費 1,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 4,672,500 円

一般財源 2,919 8,421 4,674 2,500

職員人件費　② 7,973 9,332 5,305 2,948

総事業費（①＋②） 10,892 17,753 9,979 5,448

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0

２６年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

５

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 都市環境

基本施

　

策 市街地・住環境
施策

刈

体系
施策の内容 市街地

谷

の整備・改善

目
　
　
　

市

的

　中心市街地内の課

事

題地区を再整備し、活

務

性

主
た
る
内
容

　既成市

事

街地内の整序に向けて

業

権利者等の合
化と賑わ

評

いのあるまちづくりを

価

進める。 意形成を促進

シ

し、市街地の整備計画

ー

案等の検
討・作成を行

ト

っていく。

位
置
づ
け

関

（

連計画 都市計画マスタ

様

ープラン、中心市街地

式

活性化基本計画

根拠法

１

令

対象者 地元関係者・

）

各権利者 事業期間 平成

会

２２年度 ～

実施方法 ■

計

直営　■委託　□指定

名

管理　□補助・助成　

担

□その他

当部 都市整備部

一

Ｂ
　
事
　

般

業
　
実
　
績

２２年度実

会

績 ２３年度実績 ２４年

計

度実績 ２５年度計画

中

市

心市街地の３地区（刈

街

谷駅 ・中心市街地の2

地

地区（東陽町・銀座Ａ

整

Ｂ地区にかかる施設 ・

備

地権者への事業説明と

促

同意
北地区、東陽町名

進

店街地区、 名店街地区

事

、銀座ＡＢ地区） 整備

業

計画及び公共施設整備

担

計 の確認
銀座ＡＢ地区

当

）の権利状況及 の再生

課

に有効な具体的な事業

ま

画の検討 ・公益施設の

ち

需要調査及び関
び課題

づ

整理を行い、再生に有

く

手法等の検討及び事業

り

化に向 ・民間活力によ

推

る事業手法の 係部局と

進

の調整
効な計画の検討

課

及び事業化に けた権利

款

者の組織づくりを検 検

項

討 ・事業範囲を確定し

目

、公募型
向け、権利者

担

の理解促進のた 討 ・商

当

業事業者への意向調査

係

の プロポーザルの募集

ま

要項案策
め勉強会を開

ち

催。 実施 定
・事業提案

な

公募条件及び公募
要綱

か

素案の作成

前年度に作

活

成した施設計画イメー

性

ジ案を基に、より実効

化

性のある施設整備計画

係

及び公共施設整備計画

8

案を作成した。

成果 民

4

間活力による事業手法

8

を検討し、事業スケジュール案を作成した。



化

増加（人） ― ― 109

係

― ―
指標

 
指標

 優良

8

建築物等整備事業のう

4

ち、市街地の再開発を

8

目的とする「優良再開発型」での、愛知県内における実
他市との 績は、平成6年の制度改正以降平成23年度までに、名古屋市15地区、豊橋市6地区など28地区で行われ、本市
比較検証 では3地区目の実施となる。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２４年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 75,706 67,142 45,353 0 合計 45,353,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 56,550 50,100 33,750 0 交付金 45,353,000 円

一般財源 19,156 17,042 11,603 0

職員人件費　② 5,436 3,948 1,768 0

総事業費（①＋②） 81,142 71,090 47,121 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２４年度特定財源名称

２４年度迄の累積事業費 0 社会資本整備総合交付金（国
）、市街地再開発事業等補助

２６年度以降の事業費見込 0 金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

５

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

　

市環境

基本施策 市街地

刈

・住環境
施策体系

施策

谷

の内容 住環境の充実

目

市

　
　
　
的

　不整形な土

事

地や低・未利用地が目

務

立つ中心

主
た
る
内
容

○

事

共同施設整備費補助
市

業

街地において、敷地を

評

共同化し高度利用を 　

価

・調査設計費
図るため

シ

、基準を満たし、民間

ー

事業者が行う 　・建築

ト

工事費（共同施設）
優

（

良建築物等に対して補

様

助を行う。 ○箇所　刈

式

谷市銀座三丁目
　市街

１

地環境の整備と良好な

）

市街地住宅を供 　・事

会

業区域面積　約0.1

計

7ha
給することで、

名

定住人口の増加を図り

担

、活気 　・延床面積 

当

       4,0

部

93㎡
と賑わいを作り

都

出す。 　・住宅戸数　

市

45戸（15階建）
　

整

・完成予定　平成24

備

年7月

位
置
づ
け

関連計

部

画 都市計画マスタープ

一

ラン、住宅マスタープ

般

ラン

根拠法令 刈谷市優

会

良再開発型優良建築物

計

等整備事業補助金交付

銀

要綱

対象者 事業者 事業

座

期間 平成２２年度 ～ 平

Ｅ

成２４年度

実施方法 ■

地

直営　□委託　□指定

区

管理　■補助・助成　

優

□その他

良建築物等整備事

Ｂ
　
事
　

業

業
　
実
　
績

２２年度実

担

績 ２３年度実績 ２４年

当

度実績 ２５年度計画

調

課

査設計、土地整備、建

ま

築工 　建築工事（共同

ち

施設）に対 　建築工事

づ

（共同施設）に対  
事

く

（共同施設）に対し補

り

助金 し補助金を交付 し

推

補助金を交付。事業完

進

了に  
を交付。 より市

課

街地環境の整備と良好

款

 
な市街地住宅を供給

項

する。  
　　　―――

目

――――　　　

補助金

担

を交付し、建築工事を

当

順調に進捗させること

係

ができた。

成果

(でき

ま

たこと)

 
課題

(でき

ち

なか 

 ったこと)

指

な

標名称（単位）
実績値

か

目標値

２２年度 ２３年

活

度 ２４年度 ２５年度 ２

性

７年度

成果 定住人口の


